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要 旨 

 

最近、グローバルバリューチェーン（GVC）についての議論が国際的に活発化し

ている。経済の相互依存の実態を明確にした付加価値分析の進展、WTO・ドーハ

ラウンドの低迷、メガ FTA の現出、Behind-the-border measures やサービス貿

易への関心の高まりなどを背景とし、GVC の課題に対応できない通商システムへ

の強い不満と変化への期待が議論活発化の原因である。 

GVC 円滑化への「包括的」対応には、メガ FTA の他に、筆者提案の国際サプライ

チェーン協定（ISCA）のような複数イッシューのプルリ協定が有効であり、政

府と産業界との連携が実現の核となる。 

GVC に係るルール作りの当面の主役であるメガ FTA は、自動的に理想的かつグロ

ーバルな通商システムを保証するものではなく、消化不能のルールのスパゲテ

ィーボウルを生む危険がある。 

その回避には、「世界解」を目指した政策展開、GVC の思想、イッシューベース

の国際ルール作りの思想（一例が ISCA）、透明性と情報共有などが不可欠である。 

これらを念頭に置いたブレない「統一軸」の形成、提案と発信が、日本には強

く期待されている。 

RIETI ポリシー・ディスカッション・ペーパーは、RIETI の研究に関連して作成され、政

策をめぐる議論にタイムリーに貢献することを目的としています。論文に述べられている見

解は執筆者個人の責任で発表するものであり、（独）経済産業研究所としての見解を示すもの

ではありません。 

 

                                            
*本稿は、独立行政法人経済産業研究所におけるプロジェクト「国際投資法の現代的課題」（リーダー：小

寺彰ファカルティーフェロー）下の「今後の通商システムとガバナンスに関する研究会」の成果の一部で

あり、本稿の見解は筆者個人の責任で発表するものであるが、同研究会での活発な議論と参加メンバー（小

寺彰を始め、飯田敬輔、荒木一郎、東條吉純、浦田秀次郎、国松麻季、石毛博行、渡邊伸太郎、小野傑、

金原主幸の各位（敬称略））及び経済産業省職員を始めとする発表者・オブザーバーの方々の貴重なご意見、

ご示唆に深く感謝する。 
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Ⅰ なぜグローバルバリューチェーンなのか 

 

１ 問題意識 

グローバルバリューチェーン（GlobalValue Chain:GVC）については、その整備

の必要性について、議論が行われて久しい。 

特に、国際的には、一昨年頃からグローバルバリューチェーンに関する議論が

加速化してきている1。 

経済のグローバル化の中で、国際展開が生命線となる日本企業の活動にとって

グローバルバリューチェーンの議論は極めて重要であり、また時宜に沿ったも

のである。 

しかしながら、その内容については、様々なコンテクストで議論が行われ、ま

た、日本やアジアでの議論は、欧米の議論と違ったコンテクストで行われるこ

とが多い2。また、欧米での議論は極めて目的的・戦略的側面が強いので、その

点も是非把握しておくことが必要である。 

本稿では、まず、ＧＶＣについての議論の背景を明らかにするとともに、国際

的な議論を整理したい。 

その上で、日本にとり今後必要とされるアクションを特に通商政策の視点に重

点を置いて考えていくこととしたい。 

特に、通商政策的な観点からは、メガＦＴＡの時代におけるＧＶＣ問題への対

応について、日本の対応を整理することが緊急の課題となっている。 

今後の国際環境を放置すれば、ＷＴＯ・ドーハラウンドが低迷する中で、メガ

ＦＴＡだけが動き、日本は米とＥＵ（そして中国）の狭間に挟まる可能性が高

く、その状況をむしろ最大限活用し、今後の国際環境を日本にとって有利な形

に変えていくためには、日本として、いろいろな選択肢と「保険」を考えてお

くことは極めて重要である。 

ＧＶＣの思想は、通商政策の分野では、包括的な貿易円滑化、サービス、投資、

競争、ＴＢＴ等の規律整備を求めるものであり、バイ・プルリ・マルチの場を

使った総合的な対応の方向性について整理し、提言したい。 

                                            
1 最近の文献は三菱総合研究所 2012,2013 に詳しい。 
2 筆者は、昨年１１月からＩＣＴＳＤ（International Centre for Trade and Sustainable 

Development）・ＩＡＤＢ(Inte-American Development Bank)によるＥ―１５プロセスでのＧＶＣ

に関する専門家グループ会合のメンバー(IDB and ICTSD 参照) 
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そのための一つの手段として、筆者は、ＧＶＣに関するプルリでの協定交渉の

必要性について提案を行っているところであり、ＩＳＣＡ（国際サプライチェ

ーン協定）構想について紹介する。 

また、産業界にとってＧＶＣの確立は死活問題であって、産業界の視点からの

本格的な対応が求められるところであり、その対応の方向を整理する。 

 

２ 議論概観 

グローバルバリューチェーンは、産業の観点からすれば、国際化の「全て」を

意味しうる概念であり、また、その整備には、ルールと自由化に関するあらゆ

るツールが関係してくると言って過言ではない。それでは、なぜ、今グローバ

ルバリューチェーンに関心が高まっているかをまず見ていきたい3。 

いくつかの重要な要素がある。 

 

１） ジェトロ・アジア経済研究所の付加価値スタディー 

２０１１年夏のジェトロ・アジア経済研究所とＷＴＯとの共同作業による付加

価値分析に基づくアジアのサプライチェーン研究レポート4がＧＶＣに関する新

しい視点を与え国際的な議論を触発している。 

 

２） ＷＴＯ・ドーハラウンドの低迷 

ＷＴＯ・ドーハラウンドは、開始以来１２年を経て決着の見込みがない。 

また、その範囲は、マーケットアクセス中心と狭く、投資や競争といった重要

テーマは、交渉アジェンダの外であり、ＧＶＣの観点からのアクションの必要

性について認識が高まっている。 

ラミーＷＴＯ事務局長は、上記の共同スタディー以来、ＧＶＣに着目した発言

を繰り返しているが、ドーハラウンドの停滞に対応し、現状打開の新たな「切

り口」を模索しているように見える5。 

 

３） ＦＴＡの広域化とメガＦＴＡ 

ＷＴＯ・ドーハラウンド低迷の中で、ＦＴＡ競争が激化しており、最近は、Ｔ

                                            
3 World Economic Forum(2012,2013), IDB and ICTSD, Gereffi, Kawakami and Sturgeon 参

照 
4 IDE/JETRO and WTO 
5 Report of the Panel on Defining the Future of Trade convened by WTO Director-General 

Pascal Lamy, The Future of Trade: The Challenges of Convergence (2013)（いわゆるステーク

ホルダーズパネルレポート）もその一例と見ることが出来よう。 
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ＰＰ、ＲＣＥＰ、日中韓、日ＥＵ、そして米ＥＵと、メガＦＴＡへの動きが加

速している。その中で、ＦＴＡ、特にメガＦＴＡとＧＶＣとの関係についての

問いかけが顕在化している6。 

２）と３）とは、ＧＶＣ実現に向けた手段の評価と整理の問題であり、通商シ

ステムのグローバルガバナンスの在り方そのものへの問いかけである。 

 

４） Behind-the-border measures・非関税措置への関心の高まり 

各国による自主的自由化、ＩＴＡ等のプルリ合意による自由化、ＦＴＡが進む

中で、関税障壁の重要性は相対的に低減し、産業界の関心も関税から非関税、

国境措置から behind-the-border measures へと移り変わってきており、非関税

障壁撤廃への関心が高まっている。 

ＧＶＣの概念は、国境措置のみに着目するアプローチと対峙するもの（ドーハ

ラウンドの「狭さ」に対峙するもの）であって、 

Behind-the-border measures・非関税措置への取り組みと表裏一体で議論され

る。 

 

５） サービス貿易の重要性 

国際的に、鉱工業・製造業からサービス産業への経済転換が進行し、サービス

産業とサービス貿易への関心が強まっている。特に、競争力のあるサービス産

業を有する欧米では、サービス貿易への関心が非常に高くなっている7。 

欧米では、サービス産業の国際化とアウトソーシングについての議論と貿易円

滑化の議論がグローバルサプライチェーンの議論の一つの中心である。実態分

析、政策議論双方においてサービス分野への関心は非常に強いものがある。 

これに対し、日本は、サービス分野への関心が薄く、アジアへのサービス業展

開が急速に進んでいるにもかかわらず、政府・産業界ともサービスの自由化・

ルール作りに不熱心なのが現状である8。 

 

６） コネクティビティーの視点（アジアの視点） 

アセアンを中心として、アジアでのサプライチェーンの議論の中心は、コネク

ティビティー（連結性）の議論であり、ハード、ソフト、人の３つのコネクテ

ィビティーの観点から議論が行われることが多い9。 

                                            
6 例えば、Sweden National Board of Trade 
7 Drake Brockman and Stephenson 
8 産業界では、1998 年にサービス貿易自由化協議会（JSN）が経団連を中心として設立されたが、

最近では目立った活動がない。 
9 ASEAN Secretariat 
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日本では、アジアにおけるコネクティビティーの確保（アジア、特にアセアン

と日本経済との連結確保）の議論が盛んであり、特に２０１１年からは、震災・

タイの洪水影響への対処という形でサプライチェーンの議論が展開されてきて

いる。 

しかしながら、アジアのコネクティビティーの議論は、国際的には十分に展開

されておらず、また、一般的に視点もアジアに閉じていることが特徴的である。 

 

７） サプライチェーンの地域性 

現実のサプライチェーンは、地域的であり、その実態を見ると、アジア、北米、

ＥＵを中心に発展している1011。 

南米やアフリカ、中東はその動きに取り残されているとの認識と危機感がドー

ハラウンドの低迷、メガＦＴＡの現出と相まって、ＧＶＣへの関心を生んでい

る。 

 

８） 通商システムにおける産業界の位置付け 

産業活動の国際化と MNE の国際展開の中で、産業界の視点を（上記２）、３)に

特徴づけられる）変動しまた混乱する通商システムに今後如何に反映させてい

くか、欧米では産業界の関心が高まっている。 

今まで、産業界の声をＷＴＯは十分に聞き咀嚼することなく１８年が経過した。

また、２００１年のドーハラウンド開始以来１２年を経過し成果が出ない中で、

ＷＴＯは存亡の危機に直面しており、ＧＶＣの視点は、通商システムの設計に

産業界がより深く関与すべきこと、産業界の声を政府やＷＴＯが真剣に聞くこ

とを迫るものである12。 

 

９） 「サイロ」アプローチから「包括的」「横断的」アプローチへ 

このような状況下で、世界銀行、World Economic Forum(WEF)は、サプライチェ

ーンの一部について深掘りするサイロ型のアプローチの限界に触れ、包括的

（holistic）・横断的なアプローチの必要性を強調している13。 

（筆者は、グローバルサプライチェーンの問題に、複数分野をカバーしたプル

リの協定で対応することを「国際サプライチェーン協定（ISCA）」構想として提

唱14しており、世銀・ＷＥＦが、包括的アプローチの一つとして紹介していると

                                            
10 Baldwin 2012 
11 IDB and ICTSD (GVC) 
12 Report of the Panel on Defining the Future of Trade convened by WTO Director-General 
Pascal Lamy は、ＷＴＯによるその一つの試みである。 
13 WEF2013, p27 
14 Nakatomi (ISCA) 
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ころである1516。） 

 

主として、上記の各要素が、ＧＶＣに関する活発な国際的議論を生んでいる。 

いずれも、個別に見れば、新しい視点ではないかもしれないし、また、それぞ

れの項目については、それぞれに研究や議論の蓄積がある。 

ＧＶＣの概念は、新しい器に古い食物を盛り直しただけ、という見方も十分に

可能であろう。 

また、ＧＶＣの概念で強調する重点も論者によって異なっており、多分に, 

目的的・政策的な概念である。 

例えば、日本での議論は、アジアにおけるコネクティビティーの議論が中心で

あり、欧米の議論は、サービス・貿易円滑化に重心があるが、今後欧米の議論

と日本・アジアでの議論の双方をつないでいくことが、重要であろう。 

ＧＶＣの議論は、企業の国際化・海外展開に対応した、通商ルールの在り方と

グローバルガバナンスそのものを考えることとなるので、国際的な議論の展開

に日本が積極的に関与しまた発信していくことは極めて大きな意義を持つ。 

今後、ＧＶＣの視点は更に発展していくことが予想されるが、単にその流れを

追うだけではなく、通商分野で日本が置かれた厳しい状況に対応し、また日本

の企業の活動環境を改善する観点、新たな国際的通商システムの構築という観

点から政府と産業界との密接な連携の下に、ＧＶＣの議論を展開していくこと

が必要である。 

このような視点から、本稿では、上記の個別の項目について俯瞰するとともに、

最後に今後の通商システム形成についてのシナリオとＧＶＣとの関係について

も見て行くこととしたい。 

ＧＶＣについては、膨大な文献と学問的蓄積があり、それを網羅的に紹介・分

析することは、本稿の目的ではない。 

今後、ＧＶＣの各側面・論点について、更なる議論の展開と、日本からの発信

を期待したい。 

最近のＧＶＣへの関心の高まりとそれを招いている要因、メガＦＴＡの時代に

おけるＧＶＣの環境変化への通商政策の対応に視点を置いて議論を進めたい。 

  

                                            
15 Hoeckman, Jackson 
16 WEF2013, p27 
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Ⅱ 付加価値貿易と通商ルール 

 

１ はじめに 

付加価値貿易については、2011 年 7 月に、ジェトロ・アジア経済研究所とＷＴ

Ｏとが共同で発表したレポートが画期的な意味を持つ17。同レポートは１０カ国

のＩＯ表（2005 年）をベースに、アジアを中心とした貿易の相互依存関係を、

客観的なデータに基づきまとめたものである。 
幸い、筆者は、アジア経済研究所の白石所長、研究を主導してきた猪俣研究員

とともに、ジュネーブで行われたアジア経済研究所・ＷＴＯの発表セミナーに、

ジェトロ副理事長として同席することが出来た。それ以来、付加価値貿易スタ

ディーに関する国際的な議論をフォローする機会に恵まれている18。 
その後、同レポートの結果は研究機関・各国から高い評価を受けており、付加

価値分析の手法については、広く国際協力が進められているところである。 

 

２ 付加価値貿易分析の持つ意味 

付加価値貿易分析の持つ意味について、以下に簡単に見てみたい。 

 
１） 「モノ」の貿易から「trade in tasks」へ 
まず、その特徴の第一は、貿易統計に現れるモノの貿易（サービス貿易につい

ては、経常収支統計に一部が現れるが、例えばモノの価値に含まれる付加価値

ベースでのサービスは統計上明確に把捉されていない）から、付加価値ベース

の貿易に視点を移したことである。 
従来のモノの貿易統計には、中間財の価格や付加価値を含んだ最終財の価格が

計上されるので、どの国で、どれだけの付加価値が付け加えられたのかを知る

ことは出来ない19。これに対して、付加価値貿易の手法では、国際分業の過程で

どの国でどれだけの付加価値が付け加えられたのかを把握することが出来る。

いわば「trade in tasks」に焦点を当てた分析が可能となる。従来の貿易統計に

よる最終財の貿易分析とは異なった視点を国際産業連関表を使って導き出すこ

                                            
17 IDE/JETRO and WTO 
18 2013 年 7 月のアジア経済研究所・ＷＴＯ共催の国際価値連鎖に関するセミナーでモデレータ

ーを務めた。 
19 個別の財に着目した付加価値分析のアプローチとしては、Jyrki Ali-Yrkko et al,等がある。

また、企業データをベースとして、ＧＶＣへの参加と企業パフォーマンスとの関係を分析した最

近の研究として、伊藤公二の研究がある。 
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とを可能とするものである。 
（一例として、上記スタディーは、付加価値貿易ベースでは、２００８年の米

国の対中貿易赤字は２１％減少するとしている20。） 
これにより、国際分業の実態と経済活動の国境を越えた相互依存関係、サプラ

イチェーンのフラグメンテーションが明確に分析されることになる。 
統計上の制約から、その作業は緒についたばかりであるが、ＷＴＯ、ＯＥＣＤ、

その他の研究機関等との協力も進みつつあり、付加価値分析の手法は、大きく

発展しつつある。 

 
２) サービス貿易の重要性の再確認 
次に、付加価値分析の手法は、モノの貿易からサービスの貿易の重要性に視点

を移すものであり、モノに体化されたサービスの重要性を改めて認識させるも

のである。 

 
３) 貿易把握方法見直しの必要性 
従来のモノ中心の貿易統計のみに頼る手法には限界があること、貿易の把握方

法そのものについての議論が必要であることが確認された。 
他方で、ＩＯ表については、そのカバレッジ（国、品目等）、継続性等の観点で

限界があり、更なる付加価値分析の展開には、統計面での国際協力が不可欠で

あることも再確認された。 
付加価値分析の手法は、伝統的な貿易統計を補完するものであり、伝統的な統

計と付加価値統計との連携活用を図る必要性がある21。 
４) 保護主義への警鐘 
通商レジームとの関係で、付加価値貿易分析がもたらす一番大きなメッセージ

は、付加価値がサプライチェーンの中で多くの国によって作り出されており、

国境を閉じること、保護主義的な措置をとることは、モノについてであれサー

ビスについてであれ、国際貿易の実態に合わないこと、自らの足を撃つ行為で

あることを明らかにしたことである。これが、WTO が Made in World Initiative
を提唱する背景でもある。 
付加価値貿易ベースで見ると、往々にして、保護主義的措置は自らの国が作り

出す付加価値を減らすことになることが明白となる。 
（ボールドウイン教授が、輸入代替政策や、S&D 措置は、国の競争力を低下さ

                                            
20 IDE/JETRO and WTO, p104 
21 また、付加価値分析の深化に当たっては、企業別のデータに基づく分析も極めて重要であり、

データの入手と秘匿性の確保とのバランスが重要な課題となる。 
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せるとしているのと似ている。） 

 
５） 広域でのルール作り・自由化の必要性確認 
アジア経済研究所・ＷＴＯスタディーは、国際価値連鎖の実態を付加価値ベー

スで描き出し、日本・アセアン・中国・米国の経済が極めて密接に連結し、一

地域を超えた国際的なバリューチェーンが展開されつつあること、経済の相互

依存関係が強化されていることを明らかにしている。 
これは、通商システムの観点からは広域での貿易自由化・ルール作りの必要性

を裏付けるものであり、メガＦＴＡ、更にはグローバルな自由化・ルール作り

（ＷＴＯまたはプルリ）の必要性を強く支持する論拠となりうる。 
また、貿易統計による、対外依存度の数字と付加価値分析による経済の相互依

存関係の現状は大きく異なる姿を描き出す。 
まず、ＦＴＡについては、サプライチェーンの広域化に対応した広域化が求め

られよう（現実にメガＦＴＡが急速に展開しつつある）。また、単に貿易統計か

ら得られる「主要国」と違う「主要国」が付加価値分析によって浮かび上がる

こととなる22。 
また、付加価値分析は、グローバルなサプライチェーンから取り残されている

地域や国の存在を明らかにする。 
この意味で、付加価値分析は、メガＦＴＡの重要性を支持すると同時に、ＷＴ

Ｏに体現されるグローバルな貿易レジームの形成の必要性を示唆するものでも

ありうる。 

 
６） 通商ルールへの影響 
付加価値貿易分析の手法が、通商ルールに与える影響はどう見るべきであろう

か。 
この点については、実はまだ議論が十分に行われていない。 
今後、国際的な通商ルールを改善させて行くに当たり、付加価値分析の視点は、

様々な論点を浮かび上がらせるものであり、「古びた」ルールを２１世紀のビジ

ネスと貿易の実態に合わせる上で貴重な視点を提供してくれる。 

 
以下にいくつかの論点を見て行きたい。 
ａ）原産地規則 
原産地規則は、基本的に、モノがどこで作られたかを判定する基準である。 
ＩＤＥ・ＷＴＯレポートは、付加価値分析によれば、原産地規則により一つの

                                            
22 例えばＯＥＣＤスタディーでは、日本の輸出先は、輸出総額では、中国（２４％）、米国（２

２％）の順だが、付加価値では、米国（１９％）、中国（１５％）と順位が逆転する。 
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国を原産国とすることの問題点を回避できるとしている23。これは、付加価値分

析がモノの貿易から task の貿易に軸足を移すことから導かれるメッセージであ

るが、多分に、モノの世界で原産地規則が保護主義的に使われることを意識し

た政治的なメッセージであり、今後付加価値の実際の帰属と貿易規則との乖離

の問題については慎重な議論が不可欠であろう。 
ＷＴＯは、国際分業と自由貿易の重要性を強調した、made in world initiative
を提唱しているところである。 
他方、ＦＴＡ等における原産国を決める特恵原産地規則については、ＦＴＡ間

の原産地規則のスパゲティーボウル現象の問題について、様々な研究があり、

よく知られているところであり、付加価値分析は、こうした、GVC の機能に影

響を与える要素については改善を促すものである。 
特に、国際分業進展のためには、リベラルな原産地ルール導入の必要性（例え

ば、輸出者が関税番号変更基準と付加価値基準のいずれかを選択できるとする

co-equal 制度の使用等）、累積ルール導入の必要性を支持する根拠となりうると

考えられる。 
他方で、サービスの分野においては、「原産地」のコンセプトはないが、ＧＡＴ

Ｓ協定に定められた４つのモードにおいて、歴然と国境は存在しており、以下

に見るように、その障壁を如何に低減していくかが大きな課題となる。 

 
ｂ）国境措置から behind-the-border measures へ 
また、付加価値分析の手法は、国境措置のみならず、behind-the-border 
measures が貿易に大きな影響を与えることを直接的に示している。 
現在のドーハラウンドは、「遅さ」とともに「狭さ」が問題であり、交渉の中心

は国境措置である。 
関税や貿易円滑化といった国境措置の改善が必要なことは当然である。（貿易円

滑化は国境措置以上のものがある。） 
他方で、ＷＴＯが、国境措置撤廃を超えた産業界のＧＶＣ形成への様々なニー

ズとＧＶＣの実態に追いついていないことに大きな問題がある。 
これが、各国のＦＴＡ競争やメガＦＴＡを招いている面が強い。 
付加価値分析は、ＧＶＣの実態を明らかにすることにより、グローバルなレベ

ルでの、様々な behind-the-border measures への対応（サービス、投資、競争、

ＴＢＴ、知財等）、ルール作りと自由化の必要性を強く訴えるものである。特に

欧米では、サービスルールと自由化への関心が強い。 
また、世銀やＷＥＦが強調するように、ＧＶＣの課題に包括的（分野横断的か

                                            
23 IDE/JETRO and WTO, p94 
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つプロセスを一貫した）対応をする必要性を裏付けるものである。 
今年のＷＥＦの貿易レポート（ＷＥＦ enabling trade report 2013
（Enabling Trade-Valuing Growth Opportunities ））は、提言として、ＧＶＣ

整備のために、holistic（包括的）なアプローチを取るべきことを強調している。 

 
なお、ＷＴＯは、アジ研との共同プロジェクトに関連して、ラミー事務局長が

中心となって、Made in World Initiative を提唱している。これは、ＷＴＯへの

求心力の低下、新しい behind-the-border measures の課題にＷＴＯが対応でき

ていないことへの危機感の現れと見ることが出来よう。 

 
ｃ）モノ（ＧＡＴＴ）とサービス（ＧＡＴＳ）の一体的把握の必要性 
更に視点を広げると、モノに関する国境措置の規律から発展してきたＧＡＴ

Ｔ・ＷＴＯの規律は、behind-the-border measures については不十分であり、

付加価値分析のもとでは、モノ（ＧＡＴＴ）とサービス（ＧＡＴＳ）とは連続

的かつ一体的に議論する必要性が示唆されることとなろう24。 
更にこの視点を強調すれば、ＧＡＴＴとＧＡＴＳとの将来的な統合の視点も開

けることとなろう25。 

 
ｄ）ＡＤ措置 
また、付加価値貿易の考え方を進めていくと、国境措置についても現在のＷＴ

Ｏの規律に様々な問題点があることに気付く。 
例えば、アンチダンピング措置がそれに当たる。 
アンチダンピング措置は、現在のアンチダンピング協定では、コスト割れ輸出

で、輸入国に損害が生じ、その間に因果関係があるときにアンチダンピング税

を課することを正当化する制度であり、現在でも、極めて多く用いられている

国境措置であるが、国境を超えた取引と分業に大きな阻害要因となっているこ

とは確かである。 
競争法に反しない限り、国内では許されるコスト割れ販売が、国境を越えると

ペナルティーの対象となるといくことは、経済学的に正当化し難い制度である

が、国際政治はその正当化を認めてきた。 
他方で、サービス（ＧＡＴＳ）においては、コスト割れ輸出の概念、アンチダ

ンピングの規律が存在しないことも念頭に置く必要がある。 
                                            
24 National Board of Trade, Sweden p１９参照。米ＥＵＦＴＡにおいて、モノとサービスの一体的議

論が必要と提言している。 
25 ＧＡＴＴが１９４７年以来の歴史があり、また、包括的な内容があるのに比較して、ＧＡＴ

Ｓは１９９５年ＷＴＯ設立以来の歴史しかなく、また、その規律は未発展である。付加価値貿易

の視点は、ＧＡＴＴとＧＡＴＳの今後の発展に重要な視点を提供すると考えられる。 
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付加価値分析が経済の相互依存を明らかにすることにより、アンチダンピング

税の正当性についても新たな議論と視点を提供するものである。 
本来は、アンチダンピング措置は、国際的な競争ルールの議論の中で、内外無

差別に議論されるべき問題であろう。 
ただし、アンチダンピング措置の議論は、政治的には、特にアンチダンピング

税の heavy user である米国やＥＵとの関係で極めてセンシティブであるので、

慎重に行う必要がある。 

 
７） 産業界の視点の重要性 
最後に、付加価値分析は、産業の急速な国際展開（ＧＶＣの第２次アンバンド

リング）の姿とＧＶＣの実態を明確な形で提示しており、今後、付加価値分析

の展開に当たっては、円滑なＧＶＣ確立という観点から、産業界が積極的に発

言すべきこと、産業界が国際連携を進めるべきこと、また各国政府やＷＴＯ等

の国際機関が産業界との密接な連携を取るべきことを強く示唆していると考え

る。 
付加価値分析は、産業界が求めているＧＶＣの姿、真にグローバルなＧＶＣの

形成を強く支持する論拠となる。 
具体的には、例えば、産業界に以下のメッセージを主張する根拠を与えるもの

である26。 
① ＷＴＯの重要性とメガＦＴＡの必要性（ＦＴＡの広域化の必要性） 

マルチラテラルな貿易システム（ＷＴＯ）の重要性とＦＴＡについては広域

ＦＴＡ（ＴＰＰ、ＲＣＥＰ、日中韓、日ＥＵ等）の必要性の論拠となると考

えられる。 
② サービス、投資、競争、ＴＢＴ、貿易円滑化、知財等の「非関税措置」・

「behind-the-border measures」の重要性 
③ グローバルな貿易システムとグローバルなサプライチェーンの樹立に向け

たアクションの重要性 
付加価値分析は、サプライチェーンが特定地域に固まって存在していること、

取り残された地域があること、を示す。 
産業界が求めるものは、究極的には、グローバルなサプライチェーンである。 
メガＦＴＡ（サプライチェーンの存在する地域と重なる）が目指すものは、

あくまでも地域的なサプライチェーンの円滑化であり、自ずからその目的は

グローバルな秩序作りそのものにはない。 
付加価値分析は、この意味で、グローバルな通商レジームの樹立に向けた議

                                            
26 OECD（Trade Policy Implications of Global Value Chains）参照 
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論（ＷＴＯ改革、イッシューベースでのプルリ合意の必要性等）の有力な論

拠ともなることが期待される。 
④ 保護主義防あつの重要性 

 
以上、付加価値分析について、その内容と意義とを簡単に見てきた。付加価値

分析についての議論と国際協力は、まだ緒についたばかりであるが、既に国際

価値連鎖分析の有力なツールとして大きな影響を及ぼしている。 

また、その活用方法についても、例えばメガＦＴＡの経済効果分析への活用等

の提案があり、引き続き積極的な議論が望まれる27。 

日本発のイニシアティブとして、更に議論が発展すること、今後の通商レジー

ムの展開に当たり、有効な切り口・ツールとなることを強く期待したい。 

最後に、付加価値分析の手法は、貿易インバランスの計測に新たな視点を導入

するものであるが、「日本が米国の貿易赤字の現況」といった短絡的かつ保護主

義的な観点からの議論が行われないように注視していく必要があることを付言

したい。 

  

                                            
27 Koopman 
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Ⅲ ＷＴＯ・ドーハラウンドの低迷とメガＦＴＡの現出 

 

１ ＷＴＯ・ドーハラウンドの低迷 

ＧＶＣの議論が国際的に盛んとなる背景の一つは、ＷＴＯ・ドーハラウンドの

低迷にある。 

ＷＴＯ・ドーハラウンドの低迷については、ここでは繰り返さないが28、ドーハ

ラウンドの「遅さ」と「狭さ」が、本来ＷＴＯの中で、グローバルな議論とし

て進められるべき様々な課題の処理を不可能にしてしまっている。 

勿論、ＧＶＣの課題には、ＷＴＯ以外の他の国際機関の領域に入る課題もある

が、もし、ドーハラウンドのアジェンダが十分に広範で、また、その交渉スピ

ードが速ければ、ＧＶＣについての議論がこれだけ高まることはなかったであ

ろう。 

本来、ＷＴＯが処理すべき課題が処理されていないこと、それが産業の国際化

の実態とルールとの乖離を生んでいるのは誠に残念なことである。 

ボールドウイン教授は、メガＦＴＡの現出の中で、差別と fragmentation が進

行するとし、２０世紀の課題（関税等）に対応するＷＴＯに対して、メガＦＴ

Ａにより２１世紀の課題へのルールをカバーするＷＴＯ２．０が形成されると

主張しているが、その現実性は別として、ＷＴＯの意思決定メカニズムに問題

があること、立法機能に重大な欠陥があることは明らかである。 

その中で、産業の国際分業の現状という原点に立ち返って、通商システムの機

能を考え直そうという動きがＧＶＣの議論の一つの背景になっている。 

 

２ ＦＴＡの広域化とメガＦＴＡ 

また、ＦＴＡの広域化とメガＦＴＡに向けた動きの活発化も、ＧＶＣの議論活

性化の重要な背景となっている。ＦＴＡが今日、貿易自由化とルール作りの主

流に躍り出ているのは、上記に見たようにＷＴＯの低迷が原因である。 

メガＦＴＡと国際通商システムの関係についての、一つの議論の流れは、ボー

ルドウイン教授のＷＴＯ２．０の議論である。 

ボールドウイン教授は、サプライチェーンの２ｎｄアンバンドリングの流れに

対応できないＷＴＯをメガＦＴＡが作り上げるルールが置き換え、２１世紀の

課題については、ＷＴＯでなくメガＦＴＡの形成するルールが支配することに

                                            
28 中富（ＷＴＯ）参照 
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なる（WTO２．０）という議論を展開している29。 

これは、ＷＴＯにとっては、非常にペシミスティックな将来像であるが、メガ

ＦＴＡへの動きは、ますます加速化しており、その動きがＧＶＣに与える影響

を無視することはできない。 

メガＦＴＡの通商ルール作りに与える影響を、ボールドウイン教授のように楽

観視するか（教授もおそらく、ＷＴＯの現状に対するアンチテーゼとしてＷＴ

Ｏ２．０の世界を機能論として提示しているのであって、メガＦＴＡの成果を

具現化するＷＴＯ２．０をＷＴＯと併置することを組織論として主張している

わけではないと思われるが）、筆者のように、メガＦＴＡが作り出しうるルール

のスパゲティーボウルの可能性について強い懸念を持って見るかは別として、

メガＦＴＡの現出がＧＶＣの議論活発化の大きな要因となっている。 

メガＦＴＡが今後数年間、通商ルール作りの主役であることは間違いないとこ

ろであり、この流れを如何に、円滑で真にグローバルなバリューチェーン作り

につなげていくか、政府と産業界とが協力して考えていくことが必要である。 

この点については、Ⅸ章で４つの考えられるシナリオについて分析することと

したい。 

  

                                            
29 Baldwin 2011,2012 
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Ⅳ Behind-the-border measures・サービス貿易への関心の高まり 

 

１ Behind-the-border measures・非関税措置への関心の高まり 

もうひとつの背景は、国境措置が徐々にではあるが世界中で逓減される中で、

Behind-the-border measures・非関税措置のＧＶＣにおける重要性が認識され

てきたことである。 

関税やマーケットアクセスは、進捗が非常に遅いという問題はあるものの、と

りあえずドーハラウンドの中で交渉対象となっているが、これに対して、

Behind-the-border measures・非関税措置は、極めて限られた分野（例 貿易

円滑化、サービスの一部等）しか対象となっておらず、そもそもドーハラウン

ドの中で取り扱うことが出来ない。 

Behind-the-border measures・非関税措置は、ＷＴＯの規律の中でも、ＴＢＴ、

ＳＰＳ、ライセンス、ＴＲＩＰＳ等の広範な分野に関係し、また、ＷＴＯでそ

もそも規律されていない、投資、競争、電子商取引等の広範な分野に関係して

くる30。 

こうした、Behind-the-border measures・非関税措置に効率的に取り組む枠組

みが、ＦＴＡ以外に存在しておらず、また、ＦＴＡは本質的に地域取り決めで

ありグローバルな解を目的とするものではないことから、グローバルなバリュ

ーチェーンの円滑化に向けた取り組みの必要性に議論が及ぶのは自然な流れと

も言える31。 

 

２ サービス貿易の重要性 

欧米、特に米国におけるＧＶＣの議論は、サービス産業の国際展開の分析と支

援に重点が置かれている。 

欧米では、サービス経済化とその国際的な展開の中で、その活動実態について

の研究と、国際展開支援のための制度づくりについて、極めて積極的な議論が

行われている。 

これは、ＷＴＯにおけるＩＳＡの動き、ＦＴＡ交渉におけるサービス規律深化

                                            
30 非関税措置をＷＴＯの中で取り扱うことの困難性については、中富（ＩＴＡ）, P22 参照 
31 Behind-the-border measures に対応する方法として、ＴＢＴ等の分野では、規格や強制法規

の調和（ハーモナイゼーション）作業とともに、異なった規格・強制法規を前提とした相互承認

（MRA）のアプローチが有効な手法として検討されるべきである。しかしながら、相互承認は、

関係国の規制当局や認証機関の手法や能力に対する相互信頼が前提となるので、米ＥＵの相互承

認交渉の歴史に見られるように、常に可能とは限らない。 
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と自由化への動きと表裏一体をなすものであり、日本とは大きく状況が異なる。 

日本は、サービス分野の国際的なルール作り・自由化への取り組みが遅れてい

る。 

日本の場合も、最近、アジアを中心として、サービス産業の国際展開が進めら

れているが、その実態についての分析と、ＷＴＯやＦＴＡを使った政策支援の

意識は、官民ともに希薄であり、この点は欧米の議論から学ぶべき点が多い。 
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Ⅴ コネクティビティー 

 

他方、日本及びアジアでのＧＶＣの議論は、アジアにおける連結性

（connectivity）の議論に集中している感がある。 

ＡＳＥＡＮにおいては、ソフト、ハード、ヒトの３つのコネクティビティーが

強調されている32。ソフトのコネクティビティーは、制度のコネクティビティー

であり、ＦＴＡもこれに含まれる。ハードのコネクティビティーは、物理的イ

ンフラの整備を意味し、また、ヒトのコネクティビティーは、人の移動や能力

向上が対象となる。日本も、このイニシアティブに全面的に協力しており、ま

た、ＡＳＥＡＮのコネクティビティーを更に広域につなげていくという議論が

行われている。 

ここでの議論は、ルールや自由化のみでなく、インフラ整備や人的な能力向上

への支援といった協力により重点が置かれている点で、欧米のＧＶＣの議論と

質的な差がある33。 

逆に、コネクティビティーに基づくアジア的ＧＶＣの議論は、サービスの規律

設定・自由化についての議論が薄いという側面がある。 

今後、日本は、ＲＣＥＰ交渉やＡＪＣＥＰ等の改訂交渉の中で、サービス分野

の規律・自由化についての議論進めていく必要があるが、ＩＳＡ、ＴＰＰ、日

ＥＵＦＴＡにおけるサービス分野の議論は、アジアの議論の数歩先を行ってい

る感が強い。 

欧米のサービス分野の議論は、今後日本がアジアのサプライチェーンを改善し

ていく上で、重要な材料となるものであり、日本が単独では実現できない多く

の論点と軸とを含むものである。 

また、日本においては、一過性のものではあるが、東北大震災、タイの洪水対

応で、危機管理策の一環としてサプライチェーンの議論が盛んに行われたこと

は記憶に新しい。 

このような、アジアにおけるコネクティビティーの議論は、欧米では十分に知

られていない。 

ＧＶＣを考え、その円滑化を実現していくには、こうしたアジアの経験・思想

と欧米の自由化・規律整備の思想との双方が必要であり、それぞれから学ぶべ

き点が多い。 

欧米の議論をフォローしアジアの議論に反映させていくとともに、アジアから

                                            
32 Asean Secretariat, p7 
33 港湾等の物理的インフラ整備の必要性は、欧米における GVC 円滑化の議論においても広く

共有されている。 
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の発信を強化することも不可欠である。 

おそらく、欧米から見るアジアは、今後の草刈り場であり、開拓すべき市場で

ある。他方で、アジアのサービス市場を広げていくには、日本が従来行ってき

たような地道なハード・ソフト・人の各側面における支援が必要であり、これ

に欧米を巻き込んでいくことも検討が必要であろう。 

このような形での、アジア・欧米のダイアローグの深化、自由化・ルール作り

と協力・インフラ事業の整備の双方についての国際的な議論と分担構築とが今

後益々重要となると考えられる。 
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Ⅵ サプライチェーンの地域性 

 

ＧＶＣの思想は、地域と地域とを繋ぐ思想であるが、その前提としてそもそも

サプライチェーンが十分に発達している地域といない地域があることが問題と

なる343536。 

サプライチェーンはアジア、北米、欧州を中心として発達してきているが、消

費地からの物理的距離、物的インフラの未発達は、南米やアフリカをＧＶＣの

恩恵を享受することを困難としてきており、国際的な議論は、こうした出遅れ

た地域をどうＧＶＣに取り込むか、ということにも強い力点がある。 

メガＦＴＡは、南米やアフリカ、中東を迂回して現出してきており、取り残さ

れる地域の危機感は強い。 

例えば、今年は、ＴＩＣＡＤの年であるが、アフリカを如何にアジアのバリュ

ーチェーンとつなげるか、という点についても引き続き議論が行われることを

期待したい。 

  

                                            
34 Draper and Scholvin 
35 Baldwin 2012, p17 
36 ICTSD, p3 
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Ⅶ 産業界にとってのＧＶＣ  

Think Supply Chain 

 

１ 産業界にとってのＧＶＣ 

ＧＶＣについての国際的な議論の盛り上がりの背景には、現状に対する産業界

のフラストレーションがあると考えられる。 

産業は、付加価値分析が明らかにしたように、益々国際化しているのに、それ

を支える国際的な通商レジームが追いついていない現状への苛立ちである。 

かつて、ＷＴＯが設立された頃は、産業界はＷＴＯを支え、その中で国際的な

通商レジームを育てようと積極的に支援した。 

９７年に、ＩＴＡやテレコミ・金融合意が成立したのも、主要国の熱意に加え

て、産業界の強い支援と熱意があったことが重要な背景にある37。 

しかしながら、ＷＴＯは、２００１年にドーハラウンドの開始にたどり着いた

ものの、その後の展開は、目を覆うべき状況である。ＷＴＯの「遅さ」、「狭さ」

は産業界が求める理想と全く乖離してしまった。 

他方で、ＦＴＡ競争が激化し、またメガＦＴＡへの動きが始まっている。 

しかしながら、米国の産業界も含め、産業界が求めるのは、地域的な value 

chain の円滑化ではなく、グローバルな value chain の樹立である。ＦＴＡは、

よりよい方向への一歩ではあるが、完全な解を与えるものではない。 

GVC の議論が、今後、産業界の視点を反映して、真にグローバルな通商政策の展

開の牽引力となることを強く期待したい38。 

より具体的には、例えば産業界の声が通商政策形成に届くメカニズムを作り上

げること（メガＦＴＡへの産業界の声の反映。ＷＴＯと産業界との関係強化（例

えば、ＡＰＥＣにおけるＡＢＡＣやＯＥＣＤにおけるＢＩＡＣのような産業界

の諮問組織と対話の確立）等）、産業界のアジェンダがメガＦＴＡやＷＴＯに反

映されること等が重要であり、ＧＶＣの議論がその牽引力となることを期待し

たい。 

また、忘れてはならないのはＧＶＣへの中小企業の関与促進である。原産地規

則のスパゲティーボウルが中小企業のＧＶＣ参入の支障となっていることが指

摘されているが、その他の障害要因についても、産業界の声を踏まえて積極的

                                            
37 中富（ＩＴＡ）,p32 参照 
38 経済団体連合会、経済同友会の提言にも、ＧＶＣの円滑化の重要性が強調されている。 



22 
 

な議論が行われることが重要である。 

 

２ Think Supply Chain39 

上記に、今日、ＧＶＣについての議論を活発なものとしている要因を見てきた。 

日本も、アジ研の付加価値分析で、議論の展開に大きく貢献してきたが、今後

は、ＧＶＣの国際的な議論を踏まえつつ、ＧＶＣの視点を踏まえて、積極的に

政策展開をしていくことが求められよう40。 

ＧＶＣの切り口は、今後の通商政策の展開と通商レジームの発展にとって、重

要な示唆に富むものであり、日本としても積極的に貢献していくことが必要で

ある。 

また、日本の産業界からの積極的なインプットと国際的な議論への参加が強く

期待されるところである。 

より具体的には、例えば、バリの閣僚会議で、日本の産業界がＧＶＣの問題に

ついて主要国の産業界と連携して提言を行うことも考慮すべきではないか41。 

今日の産業の国際化の進展に沿ったアクションを政府や国際機関にとらせるこ

と、そのために必要なインプットと国際連携を行うことが、産業界には求めら

れている。 

政府に提言を投げて終わり、というアプローチでは、うまくいかないことは明

らかである。 

  

                                            
39 WEF2013, p25 
40 National Board of Trade, Sweden,が米ＥＵＦＴＡ交渉において、value chain 全般を念頭に置い

た value chain approach を提唱していることは注目に値する。 
41 具体的にＩＣＴＳＤ、ＩＣＣ等と米ＥＵ産業界等との連携の動きあり。 
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Ⅷ 「サイロ」アプローチから「包括的（holistic）」アプローチへ

（ＩＳＣＡ） 

２０１３年１月の WEF enabling trade report は、GVC の変化と課題に対応

するためには、個別の案件に対応するサイロ型のアプローチは最早限界に来て

おり、包括的なアプローチが必要であると提言している。そして、その方法と

して、ＦＴＡによる差別的な対応と、結果を均てんするアプローチとがあるこ

と、セクター別に対応する方法と業種横断的な方法とがあることを指摘してい

る。ＧＶＣ発展とその分析が、なぜ通商ルールの包括的な対応を支持するもの

となるのか、もう一度概観してみよう。 

① ＧＶＣの変化と課題への通商ルールの対応の遅れ 

まず、通商ルールは、ウルグアイラウンドの終結（１９９３年）以来、ほとん

ど変化をしていない。ＵＲの開始は、１９８６年であり、交渉の柱となる思想

は更にそれ以前に考えられたものであり、投資・競争ルール、ＴＢＴが対象外

となるなど、ＧＶＣの急速な展開と、IT 化による第２のアンバンドリングを反

映したものではない。 

内容的には、ドーハラウンドは、その交渉範囲が主としてマーケットアクセス

に限定されており、サービス貿易、behind-the-border measures を十分カバー

しておらず、ＧＶＣの展開に十分対応するものとなっていない。また、ＧＶＣ

における付加価値創出プロセスに対応した議論（例 スマイルカーブ）にも対

応していない。 

しかも、交渉の時間軸を見ても、２００１年の交渉開始以来１２年を経て未だ

に交渉の行方が見えておらず、その「狭さ」と「遅さ」は、最早ＧＶＣの実態

と要請に対応するものではない。 

対応すべき課題も、ＧＶＣの課題に応じて順位付けし直すことが不可欠である。 

② ＷＴＯの代替選択肢としてのＦＴＡの不完全性 

ＧＶＣの実態を見ると、様々な阻害要因が存在する中で、それを解決すべきＷ

ＴＯの alternative としてのＦＴＡ、特にメガＦＴＡについては、期待は高い

ものの、まだその成果とポテンシャルについて、実績と定説がない。 

ＷＴＯとラウンドが低迷する中で、ＦＴＡ、とりわけメガＦＴＡが、今後通商

分野のルール作りと自由化をリードしていくことが予想されるが、それが、Ｇ

ＶＣの課題に完全に対応し、望ましい解を生み出すかどうかは、更に検証が必

要である。 

③ 予想される制度の分極化（ルールのスパゲティーボウル）」 

しかも、ＦＴＡは、その定義上、地域貿易をカバーするものであり、また、域
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内外の差別が原則であるので、本質的にグローバルな解を直接的に目指すもの

ではない。 

グローバルな通商システムが、メガＦＴＡから生まれてくるには、その間の調

和作業が不可欠であり、また、その作業には時間がかかる。 

④ 産業界の声とＧＶＣの実態への対応 

産業界は、ＧＶＣの阻害要因を解決して、円滑なＧＶＣの展開を可能とする枠

組みを求めているが、ＷＴＯはその声に応えておらず、また、ＦＴＡの行方は

不透明である。 

こうした、ＧＶＣの現状は、いずれも、通商レジームの現状に対して、包括的

かつ迅速な対応を迫るものである。 

このため、ＧＶＣの議論は、不可避的に通商システムの変革に向けた行動を迫

るものとなる。 

ドーハラウンドのアジェンダ設定が、いわば、貿易ルールの枠組みの観点から

議論されたのに対し、ＧＶＣの議論は、企業活動の国際化と国際価値連鎖の実

態から、通商分野における今後の作業と交渉とを捉え直すことを要請するもの

である 

 

筆者が昨年末以来展開している、ＩＳＣＡの提案は、ＧＶＣの展開と分析を踏

まえたものであるが、ＧＶＣの分析から踏み出して、ＧＶＣの課題を実現する

ための今後の政策対応についてＩＳＣＡ提案を中心に、議論したい。 

 

１ 円滑なＧＶＣを実現するために、何をすべきか。 

この問いかけに対する答えは、単純ではない。 

ＧＶＣの概念が広範であること、また、ルールの面から見ても、様々な要素と

分野に関係するからである。 

このことから、アジアでは、コネクティビティーの観点からの対応を求める議

論が盛んであり、欧米はサービスと貿易円滑化に重点を置いた議論が盛んであ

り、重点の置き方が異なるものとなる。 

どの場を使ってＧＶＣの目標を実現するか、この点についても戦略が必要であ

る。 

真にグローバルな通商ルールの改善という観点から見れば、本来は、ＷＴＯが、

ＧＶＣについて本格的な議論をし、またラウンドがその実現の場となることが

望ましいはずである。 

日本が、ドーハラウンドのアジェンダとして、貿易と投資、貿易と競争を入れ
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ることを主張したのも、このような観点からであった42。 

しかしながら、その後の現実を見ると、ＷＴＯに現時点でこれ以上の重荷を負

わせることは、全く現実的でない。 

それでは、ＦＴＡはどうか？ 

特に今後のメガＦＴＡは、広域のバリューチェーン円滑化を踏まえて交渉して

いくことが必要である。また、現実にも、今後動くＦＴＡは、ＴＰＰにせよ、

日ＥＵにせよ、ＲＣＥＰにせよ、日中韓にせよ、程度の差はあれ、バリューチ

ェーンの視点を踏まえて交渉が進むことになるだろう。 

ボールドウイン教授のＷＴＯ２．０は、GVC の展開に必要となるルール作りをメ

ガＦＴＡが実現するという分析であり、また思想である。 

おそらくは、当面は、メガＦＴＡがＧＶＣ解決の主な牽引力となることは間違

いがないだろう。 

他方で、ＦＴＡは、そのままでは決してグローバルな解につながるものではな

い。メガＦＴＡがＷＴＯを置き換えるという思想は、そのままでは実現しえな

い。また、ボールドウイン教授も、今後メガＦＴＡによる、差別と分極化

（fragmentation）が進行するとしている43。 

このような観点から考えていくと、メガＦＴＡだけに頼るのではなく、メガＦ

ＴＡを補足し、将来の通商ルールの基礎となるべき枠組みが必要と考えるのが

自然である。 

こうした背景を踏まえて、筆者が２０１２年１１月に、前述のＥ―１５プロセ

スで提案したのが、ＩＳＣＡである。 

 

２ ＩＳＣＡとは 

ＩＳＣＡ（International Supply Chain Agreement）は、筆者が、１２年１１

月にジュネーブで開かれたＧＶＣに関する米州開銀（ＩＡＤＢ）とＩＣＴＣＤ

共催のＥ－１５会合でフロートした、ＧＶＣに関する包括的なプルリ合意の提

案である。 

筆者は、プルリ合意であるＩＴＡ及びＡＣＴＡに深く関与し、その実現に貢献

した経験から、ＷＴＯを補完するツールとしてのプルリ合意のポテンシャルに

着目しており、プルリ合意を戦略的に構成すれば、単一のイッシューだけでは

なく、複数のイッシューを束ねて交渉することも可能である旨を指摘してきた44。 

                                            
42 ＴＢＴも筆者が中心となって、アジェンダ化することを主張したが、各国の理解が得られな

かった。 
43 Baldwin 2012 p20 参照 
44 中富（ＩＴＡ・ＡＣＴＡ）p89 参照。その中では「国際ビジネス円滑化協定」を例として挙
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過去の成功事例とＧＶＣについての関心の高まり・産業界の支持を踏まえると、

ＧＶＣをプルリ合意として議論・交渉する必要性・可能性があると考え、提案

したものである。 

詳しくは、別添のＩＳＣＡ提案そのものを見ていただくとして、ここではその

概略と考え方について説明したい45。 

 

１）ＩＳＣＡの基本原則 

ＩＳＣＡのコンセプトを考えるに当たって、筆者は、いくつかの基本原則を設

定した。以下に、主なものを述べよう。 

 

１ ＷＴＯ協定に整合的でありそれを補完するものであり、将来のＷＴＯルー

ルの基礎となるべきものであること 

２ ドーハラウンドを阻害（undermine）しないこと 

３ クリティカルマスとメリットのＭＦＮ均てんが基礎となるべきこと 

４ 原産地やルールの「スパゲッティーボウル」の解消に資するものであるこ

と 

５ 交渉は短期での終了を目指すこと 

６ 産業界との密接な連携を基礎とすること 

 

若干補足しよう。１と４とは、表裏一体の関係にあるが、ＧＶＣの目標はグロ

ーバルなビジネス環境の整備にあるので、単に一部地域のバリューチェーンの

円滑化に資するものでは不十分、また、異なったビジネス環境やルールが乱立

することは不適当との観点である。 

メガＦＴＡは、バリューチェーンの改善に資するが、しかし、グローバルな解

を提供するものではない。メガＦＴＡは地域的に限定があり、またあくまで地

域的なルールを定めるものであって、それ自体では、ＷＴＯ２．０として、グ

ローバルなメンバーシップとルールとを持つＷＴＯを代替できるものではあり

得ないと考えられるからである。 

２は、当たり前のように見えてそうではない。現在進行中のドーハラウンドの

案件を、プルリ合意として抜き出せば、その分野でのラウンドの動きを止めて

しまう危険があるからである。従って、ドーハラウンドでカバーされている案

件は議論の対象としないことが適当であろう。2011 年のＷＴＯ閣僚会議の結果

として、案件の切り離しと異なった速度での処理の可能性（ＩＴＡ、貿易円滑

化等）についてメンバー国のコンセンサスが生まれつつあるが、ＷＴＯの中で

                                                                                                                                
げている。 
45 英語版は、Nakatomi (ISCA)参照 
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動きがあるものを外で議論すれば大きな混乱が起きることは間違いない。 

３については、プルリ合意なので、クリティカルマスを構成する主要国の参加

を確保する必要性は当然として、ＭＦＮ均てんを基礎とするか否かは、大きく

見解の分かれるところである。 

ＭＦＮ均てんの問題は、別の見方をすれば、非参加国のただ乗り(free riding)

を認めるか否かという問題になるので、ＷＴＯメンバー国の間でも大きく意見

を異にする。 

しかしながら、過去のプルリ合意の成功例（ＩＴＡ、テレコミ・金融サービス

合意）は、ＭＦＮ均てんが基礎となっており、その前例にならうことが、プル

リ合意成功の確立を高めることは間違いない。 

逆にＭＦＮ均てんを前提としないと、プルリでの合意についてＷＴＯにおける

位置づけを確保していくことは著しく難しくなるであろう46。 

メガＦＴＡによる、非ＭＦＮアプローチが進展していく中で、将来のマルチル

ールを目指し、グローバルな秩序を考えるためには、どうしてもグローバルな

共通ルールの思想が必要となると考えられる。これは、４にも深く関係してく

る。メガＦＴＡによる部分解の「積み上げ」ではルールのスパゲティーボウル

を招くことは避けられないであろう47。仮にメガＦＴＡがもたらすルールのスパ

ゲティーボウルは事後的に解決可能であるにしても、そこに至るまでの道筋は、

長くまた困難なものとなるであろう。 

５は、ドーハラウンドの「失敗」から考えて当然の要請である。ラウンドに対

してＦＴＡが選好されるのは、そのスピードも重要な要素である。ＩＳＣＡは、

スピード感を持って交渉されなければならない。従って、それを可能とするよ

うに、アジェンダと野心のレベルも調整が必要であろう。メガＦＴＡが生むで

あろう分極化された制度の障害が出る前に、ＩＳＣＡを進める必要があると考

えるからである。また、dog year で事業を展開する産業界にとってもスピード

は極めて優先度の高い課題である。 

こう考えると、参加国は、互いに覇権争いをしてはならない。 

例えば 3 年といった期間を区切り、その間に交渉を終了させられるように、重

点分野に交渉項目を絞ることも必要であろう。 

また、まずは、壮大な結論の出ない交渉よりも、参加国による制度のハーモナ

イゼーションに重点をおくべきである。それだけでも、国際通商システムとＧ

ＶＣにとっては、大きな意味がある。（ＡＣＴＡのケースを想起してほしい。） 

６は、極めて重要である。誰のために交渉するのかを明確に意識することが必

要であり、産業界との密接な連携を図ることが必要である。ＷＴＯの大きな問

                                            
46 中富（ITA）p77 参照 
47 韓国の経験について中富（ＴＢＴ）参照 
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題点のひとつは、産業界との「距離」にある。政府間の調整機関としての性格

を強調するあまり、政争に明け暮れ、グローバルな経済と産業の実態に目を背

け続けた結果が、今日のＷＴＯとラウンドの危機を招いていることは明らかで

ある。 

 

２）ＩＳＣＡの対象分野 

次にそれでは、ＩＳＣＡの対象とする分野は何か。 

今見てきたように、まずは、産業界との調整が必要である。その上で、重すぎ

るアジェンダとならないように焦点を絞る必要があろう48。 

例えば、候補としては以下の分野が考えられるだろう。 

まず、ＷＴＯ協定でカバーされている分野について。 

ラウンドで交渉されている分野をＩＳＣＡの対象分野に入れることはラウンド

に悪影響を与えるので非生産的である。 

この点を踏まえると、ラウンドでカバーされておらず、また behind-the-border 

measures として産業界の関心の高いＴＢＴ、ＳＰＳが候補になる。 

貿易円滑化については、万一ラウンドでうまくいかない時にのみ候補になりう

るだろう。 

輸出規制も重要な候補である。 

ＷＴＯ協定でカバーされていない分野としては、産業界の関心と重要性、ＦＴ

Ａでの展開を考慮すると、 

貿易と投資、貿易と競争（いずれもラウンド当初は、シンガポールイッシュー

としてラウンドのアジェンダの一部であった。）、電子商取引、特恵原産地が候

補になるだろう。 

 

現実には、メガＦＴＡが動く中で、ＩＳＣＡを動かしていくことは簡単ではな

い。主要国の関心はメガＦＴＡにあることは紛れもない事実であり、またメガ

ＦＴＡが今後の通商政策の牽引力となることも確実である。 

また、例示分野を全部入れてＩＳＣＡを動かそうとすれば、ミニラウンドを新

たに動かそうとするようなもので、ＩＳＣＡは「沈没」してしまうだろう。産

業界と政府とが密接に連携し、重要な分野（例えば投資と競争）を選択し、そ

の分野に集中して、イニシアティブを動かしていくことが現実的であろう。 

メガＦＴＡが牽引力となることを前提とし、他方でメガＦＴＡがもたらすであ

ろう問題点とリスクとを予測し、将来のマルチのルールを目指して努力するこ

とが、今こそ求められているのではないだろうか49。 

                                            
48 中富（ITA）p48 参照 
49 Nakatomi (VoxEU) 参照 
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３）ＷＥＦ Enabling Trade Report と世界銀行ブログ 

昨年１１月のＩＣＴＳＤ・米州開発銀行主催のＥ－１５会合の時はＩＳＣＡに

ついて、議論は収斂しなかった。 

しかし、その後、幸い世界銀行が、ＧＶＣについての包括的（holistic）なア

プローチとして、ＩＳＣＡに注目し、２０１３年１月に世界銀行のブログに、

Bernard Hoeckman と Selina Jackson が連名で、ＩＳＣＡを、ＧＶＣ問題につい

ての包括的な対応の案として紹介している50。 

また、世界銀行が編纂に協力しているＷＥＦ（ダボス会議）の Enabling Trade 

2013 にも、レポートのレコメンデーションとして、ＧＶＣへの包括的な取り組

みが必要とし（サイロ型のアプローチから holistic なアプローチへの転換が必

要としている）、同じくＩＳＣＡを紹介している5152。 

またスウェーデン貿易委員会も、ＧＶＣと米ＥＵＦＴＡに関するレポートの中

で、ＩＳＣＡを紹介している53。 

 

ＩＳＣＡ提案は、ＧＶＣの問題に具体的に結論を出していくための、一つの道

筋を提供したものである。その根底にある思想は、グローバルな課題に、政府

と産業界とが連携してイッシューベースでグローバルな解を考え、発信し、実

現していくというアプローチである。 

ＧＶＣの問題に、各国政府と産業界が真剣に対応すれば、ＩＴＡやＡＣＴＡと

同様に必ずや成果を生む現実的なアプローチであると考えている。 

メガＦＴＡの展開だけに身を委ねることは、日本にとって危険である。戦略的

な選択肢の一つとして、是非ＩＳＣＡのような攻め玉・選択肢を持ちつつ、迫

り来るメガＦＴＡの荒波に対応していくことを強く期待したい。 

ＩＳＣＡの内容については、政府と産業界とが連携して、柔軟に内容を決める

ことが可能である。現実的に対応可能なように、イッシューを選択していくこ

とは当然であろう。 

メガＦＴＡの時代に、なかなかこうした作業が困難である事は承知しているが、

時には「急がば回れ」の作業が役に立つこともある。 

メガＦＴＡの時代に臨み、政府と産業界とが連携する新しいアプローチとして、

議論が行われることを期待したい。 

                                            
50 World Economic Forum(2013), p27 

51 Bernard Hoeckman and Selina Jackson 
52 ISCA 提案にＷＥＦ、世界銀行が短期間に反応したのは、ＧＶＣの課題に通商システムが追

いついていない危機感が共有されているためと思量する。 
53 Sweden National Board of Trade, p6,p20  
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Ⅸ 今後の通商システム形成のシナリオ 

 

１ メガＦＴＡと今後の通商システム 

ＷＴＯ・ドーハラウンドの低迷の中で、今後暫くの間、通商分野の自由化とル

ール作りの主たる牽引力は、ＦＴＡが担うことが予想される。 
特に、経済活動・通商それぞれの面で、大きなカバレッジを有するＴＰＰ、日

ＥＵ、ＲＣＥＰ、日中韓、そして米ＥＵといったメガＦＴＡは、通商システム

の変革に大きな役割を担うことが予想される。 
他方で、メガＦＴＡは、本質的に、地域的に閉じ、地域のサプライチェーンを

対象とするものであり、メガＦＴＡ相互の調和作業が進まないと、真にグロー

バルな通商ルールは生まれてこない。 
場合によっては、メガＦＴＡ間で、ルールのスパゲティーボウル現象（ルール

の fragmentation ）が生じる危険性もある。 
また、メガＦＴＡは、特定国間の協定であり、参加国と非参加国との間の差別

が前提となる。 
ＦＴＡは、参加国間の障壁を非参加国と比較して低める枠組みであり、1920 年

代の経済ブロックが、非参加国との間の障壁を高める枠組みであるのと異なる

が、域内外の通商を差別するという点では共通性がある。 
従って、メガＦＴＡに招かれない国と参加国との差別の問題が起こる54。ＦＴＡ

による Trade diversion の弊害についての議論は最近下火であるが、仮にＦＴ

Ａによる全体的な貿易転換効果は小さいにしても、国と国との競争力にＦＴＡ

が与える影響は大きい。 

 

２ シナリオ １～４ 

真にグローバルなルールとバリューチェーンの確立とメガＦＴＡとの関係をど

う見たらよいか。 
中長期を見通したとき、メガＦＴＡは、世界の通商レジームにどのような影響

を与え、また、どのような役割を果たすのであろうか。 
この点については、まだ、十分な議論が行われているとは言えない。 
本稿では、３つのあり得べきシナリオについて述べ、より望ましいシナリオに

近づけるための方策として、明確な通商システムに関するビジョンの必要性、

                                            
54 従って、例えばバグワティ教授は、ＴＰＰに批判的である。（Bhagwati） 
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「世界解」の必要性、ＧＶＣの思想と産業界の視点の必要性、イッシューベー

スの国際ルール作りの思想55、透明性の必要性について述べることとしたい。 

 

シナリオ１ 楽観的シナリオ（Euphoric Scenario）（図１参照） 

メガＦＴＡの推進論が、暗黙の前提として描いている楽観的シナリオを敢えて、

敷衍して述べてみよう。 
前提として、おそらく暗黙裏に次の点が想定されているものと推測する。 
１）メガＦＴＡは、早期に締結される。 
２）メガＦＴＡ相互の間では、ルールの fragmentation（ルールのスパゲティー

ボウル）は、存在しないか、存在しても軽微である。 
３）また、ルールのスパゲティーボウルについては、メガＦＴＡ相互の間で、

調和が可能であり、調和が実際に行われる。 
４）そのような、調和作業には時間がかからない。 
５）調和の結果生まれるルールは、ＷＴＯのルールの基礎となる。 
６）メガＦＴＡ内外（参加国と非参加国）のルールの相違は、大きな問題を生

じない。（あるいは、事後的に解決すればよい二次的重要性しか持たない。） 

 
これらの前提を仮定すると、 
メガＦＴＡは早期に締結され、その間のスパゲティーボウル現象は早期に解決

され（「ラザーニャ現象(Lasagna Plates)56」とも言われる。）、そこから新分野

を中心とした de facto の新しい通商ルールが生まれ、将来のＷＴＯの基礎とな

る、という理想のシナリオが書けるであろう。 
しかし、そのためには、上記の前提が正しいことが必要である。 

 

シナリオ２ ＷＴＯ２．０（図２参照） 

次に、Richard Baldwin 教授のＷＴＯ２．０のシナリオを見てみよう57。 
ボールドウイン教授は、２０世紀型通商ルールを規律するＷＴＯに対し、メガ

ＦＴＡが 21 世紀型通商ルールに対応したＷＴＯ２．０を作り出すという議論を

展開しているところである。 

 

                                            
55 ＩＳＣＡも、複数分野におけるイッシューベースのプルリ合意による国際ルール作りの例で

ある。 
56 ICTSD・IADB (FTA) p24-25 
57 Baldwin 2011,2012 
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即ち、ＷＴＯ２．０については、参加国・適用ルールがＷＴＯと異なるので、

ＷＴＯと切り離した存在となりうるという立場が前提にあると考えられる。 
まず、ルールの内容から見て、ＷＴＯが２０世紀型ルールを扱うのに対し、Ｗ

ＴＯ２．０は、ＭＮＥの国際展開に対応した２１世紀型のルール（投資、競争

等）を扱うので内容的に切り離せる、またＷＴＯの意思決定メカニズムの欠陥

からＷＴＯが２１世紀型ルールを作り出すことは不可能、という立場である。

また、参加国については、サプライチェーン貿易の実態から見て、米ＥＵアジ

アを中心とした特定の国・地域が重要である、との立場であり、参加国の普遍

性は少なくとも一次的な重要性は持っていない58。 
そこから、ＷＴＯとＷＴＯ２．０とが並立する通商システムの在り方を予測し

ている59。 
ＷＴＯとＷＴＯ２．０との将来的な調和のプロセスについては必ずしも明確で

はない。 

 

シナリオ３ ルールのスパゲティーボウル（Fragmentation 

Scenario）（図３参照） 

シナリオ１、シナリオ２がいずれも、ＷＴＯ・ドーハラウンドの低迷に対する

強い不満と諦観の上に描かれていることは間違いない。メガＦＴＡが、今後の

国際的な自由化とルール作りの牽引力となることには疑いがないが、しかし過

度の楽観的な見方は危険である。 
それでは、シナリオ１について、現実性を見てみよう。 
前提１）については、メガＦＴＡは、その野心の高さ、複雑性と経済的影響、

参加国の数と多様性から考えて、一般的に見て決して容易ではなく、交渉に「時

間がかかる」と見ることはむしろ当然である。ＮＡＦＴＡを初め、過去のメガ

ＦＴＡの事例を見れば時間的要素についての安易な思い込みは禁物であろう。

間違えば、交渉頓挫のリスクもないわけではない。 
メガＦＴＡについては、早期の交渉締結に向けた参加国の真剣な努力が不可欠

であるが、仮に参加国の強い意思を前提としても、一般的に見て交渉には時間

を要すると見るのが妥当であろう60。 
前提２）３）について。 

                                            
58 おそらくは、ＷＴＯの現状に対する警鐘という意味での議論と考えられる。 
59 ボールドウイン教授の、ＷＴＯ２．０は、必ずしも組織論ではないので、メガＦＴＡが作り

出す 21 世紀型ルールの集合体と解釈することも可能である。 
60 個別のメガＦＴＡの見通しについて言及するものではない。 
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この点は、今後の交渉推移を見ながら検証していく必要があるが、ガット・Ｗ

ＴＯにおける交渉が長期間を要するのと同様、経済システムの違いを調整する

必要性が高いメガＦＴＡにおいては、国と国との規制枠組みや経済インフラの

違いから、システム間の調和作業は難航することを予想するのが自然であろう。 
別添１，２の図で、メガＦＴＡ１～３の特定分野の規律が調和的になる、とい

う保証は必ずしもない。 
韓国が対ＥＵ、対米ＦＴＡで、自動車分野・電子電気分野で、国際標準につい

て異なる定義を用いざるを得なかった例が典型であるが61、ＴＰＰ、日ＥＵ、Ｔ

ＴＩＰの今後の展開の中で、知的財産、情報、競争（SOE）等の様々な分野で

大国の制度や規制思想の違いを反映して、メガＦＴＡの内容面で様々な違いが

生じることは避けられないであろう62。即ち、メガＦＴＡ間の規律が調和的に設

定されるという保証はない。また、交渉は独立に行われるので、メガＦＴＡ間

で異なる内容を持った合意が生まれ、それが並立することは当然に予想される。 
前提４）について。 
また、同じ理由で、ルールのスパゲティーボウルが生じた場合に、その調整が

短期間で行われるという保証はない。 
前提５）について。 
メガＦＴＡ間で調和的ルールが生まれない場合には、ＷＴＯルールの基礎とす

ることもできない。 
前提６）について。 
メガＦＴＡ内外（参加国と非参加国）のルールの相違は、大きな問題となると

いう見方も十分に成り立つ。サプライチェーンは、ＭＮＥの国際展開の変化に

対応し、調達・生産・流通の各側面で日々変化しており、また、サプライチェ

ーンはグローバル化が進行している。真に必要なのは、地域の通商ルールでは

なく、グローバルな通商ルールとサプライチェーンである。 
シナリオ１の仮定を見ていくと、実は、前提とする諸条件によっては、シナリ

オ３（ルールのスパゲティーボウル）が現実化する危険性が大きいことに気付

くべきである。 

 

シナリオ４ 調和のとれた通商政策の形成 

それでは、今後、メガＦＴＡが、将来のグローバルな通商システムの基礎とな

                                            
61 中富（国際標準）参照 
62 日本は、メガＦＴＡのハブとして、また米国やＥＵを仲介できるルール先進国として、国際

ルールの混乱を事前防止出来る地位にあり、メガＦＴＡの結果による混乱防止に主導的役割を果

たしうるし、また果たすべきである。中富（ＩＴＡ）参照。 



34 
 

るように動かしていくにはどのような方策が考えられるであろうか。 
ＷＴＯ・ドーハラウンド低迷の中で、メガＦＴＡの推進は、今後の通商レジー

ム形成の基礎となることは、間違いないが、単にメガＦＴＡが自律的にグロー

バルな通商秩序を作り出し、ＧＶＣの課題に応えていくと過信することには危

険がある。 
今後の、メガＦＴＡでの真剣な努力と対話が基礎となるが、まずは、以下の諸

点について留意することが重要であろう。 

 
１）将来の通商システムについての明確なビジョン 
第１に、将来の通商システムについての、明確なビジョンを持つことである。 
米やＥＵは、それぞれに、通商分野についてもヘゲモンとして覇を競い合う傾

向が強いので、実際には、その双方の立場を仲介しうる位置にあり（ＴＰＰ、

日ＥＵＦＴＡを通して、日本は通商政策の「ハブ」の位置にある。）、また、経

済システムの在り方について柔軟性がある（困難な分野もあろうが）日本の役

割は極めて重要である63。米ＥＵ間の制度調整は過去に累次の試みがあり、今ま

でもその成功の確率は必ずしも高くはない。 
日本は、たんなる辺境の国ではなく、メガＦＴＡの時代にあり、今後の通商シ

ステムの在り方を決めるキャスティングボートを握っている。 

 
２）「世界解」を目指すこと 
第２に、「地域解」ではなく「世界解」を描くことが必要である。産業界が求め

ているものも、ＦＴＡによる地域解ではなく、グローバルな解であり、グロー

バルなバリューチェーンである。必然的に、将来のＷＴＯとＷＴＯルールの姿

を念頭に置いた交渉展開が不可欠である。 
ＷＴＯの役割を忘れ、過小評価することは危険である。 
ＷＴＯとラウンドの現状には、極めて問題があることは確かであるが、現実に

目を背けることなく、ＷＴＯ改革についての本格的な議論を開始する時期が来

ている64。 
また、ＷＴＯのドーハラウンドは先に述べたように困難な状況にあるが、他方

で、その司法機能と委員会等における日常の監視・行政的機能は動いている。

パネルによる司法機能を支え活用するとともに、各委員会の活動を支え、ＷＴ

Ｏのソフトローの形成を支えていくことは、グローバルな通商システムを支え

ていく上で極めて重要であることを付言したい。 

 
                                            
63 ＡＣＴＡにおける日本の貢献を参照されたい。（中富（ITA, ACTA）p52-54 参照） 
64 中富（ＷＴＯ改革）参照 
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３）ＧＶＣの思想 
第３に、グローバルバリューチェーンの思想であり、産業界の視点である。Ｇ

ＶＣの必要性については、日本のみならず欧米の産業界も含め、幅広い産業界

の共通認識となりつつある。ＷＴＯに欠けているのは産業界の声に耳を傾ける

姿勢であるが、メガＦＴＡも、国と国とのヘゲモニー争いに陥り、産業界のニ

ーズを忘れれば、ＷＴＯの失策の轍を踏むこととなろう。 
今まで産業界は、ＷＴＯの動きに無関心であり過ぎた。また、ＷＴＯは産業界

の要請と国際経済の実態に鈍感であり過ぎた。 
例えば一例は、産業界とＷＴＯとのコミュニケーションの不足である。 
ＡＰＥＣには、産業界の声を反映する諮問組織としてＡＢＡＣがあり、また、

ＯＥＣＤにはＢＩＡＣがあって、積極的にそれぞれの活動にインプットを行っ

ているが、ＷＴＯにはこうした産業界を代表する諮問組織は存在しない。 
ＷＴＯは、政府間の交渉の場としての性格を強調し過ぎた結果、長期にわたっ

て政府間の対立と反目から目立った成果を生まない状況が続いており、結果と

して、産業界のＷＴＯへの関心を失わせ、ＦＴＡ競争を激化させる状況を招い

てしまった。 
産業界は、もっとストレートにＷＴＯにインプットし、ＷＴＯはその声に耳を

傾けるべきである。さもなければ、ＷＴＯは衰退と存亡の危機に直面すること

となろう。 

 
４）イッシューベースの国際ルール作りの思想 
第４に、イッシューベースの、国際ルール作りの思想である6566。（図４参照） 
メガＦＴＡとＷＴＯとを対立構造として捉えるのではなく、メガＦＴＡの成果

をイッシューごとに将来のＷＴＯルールの基礎として発展させるとともに、イ

ッシューベースでのプルリ合意を活用することが重要である。 
本年４月の経団連の提言は、「統一軸」の必要性を強調しているが67、日本とし

ての分野別・イッシューベースの統一軸を作り、ぶれない対応で、様々なメガ

ＦＴＡに臨むことが重要である。 
この作業は、日本の国益を守り、また、日本の産業界の目標を実現していく上

で決定的に重要であると考えられる。メガＦＴＡの交渉において、「統一軸」な

く受け身の対応に回ることは、米ＥＵ中国という大国の間で日本が漂流する危

険を伴うものとなろう。 

                                            
65 中富 (ＩＴＡ), p58-62 参照 
66 中富 （VoxEU）参照 
67 筆者が本年３月の経団連貿易投資部会での説明で使った用語であり、それが採用されたこと

は喜ばしい。 
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また、メガＦＴＡ交渉が終結した後の、ルールのスパゲッティーボウル現象修

正は大変に困難となろうから、米ＥＵを含めた主要国と事前に、イッシューベ

ース・分野別にプルリのイニシアティブを進め、問題の事前回避を進めること

も極めて重要である。 
筆者は、グローバルサプライチェーン円滑化の進め方として、昨年１１月にＩ

ＳＣＡを提案したところであるが、メガＦＴＡの進展を踏まえつつ、主要国が

産業界と連携して、重要分野を選択し、プルリでの合意形成を目指すことは、

メガＦＴＡの交渉進展、将来におけるルールの fragmentation 回避、将来のＷ

ＴＯルールの基礎作りから見て非常に重要と考えられる。 
なお、イッシューベースの調整は、仮に「合意」に至らない非公式なものであ

っても、極めて重要である。 
かつては、日米ＥＵ加の四極の間に、四極貿易大臣会合の枠組みがあり、重要

な通商政策上の課題についての密接な調整が行われていた。今日では最早この

枠組みは存在しないが、メガＦＴＡの時代において、主要通商プレーヤーの間

の非公式な立場の調整の役割は極めて高いと考えられ、何らかの調整枠組みを

模索する時期が来ていると考えられる。 
この点についても、日本としての積極的対応と提案が求められている。 

 
５）「透明性」と「開示」・「情報共有」 
第５に、「透明性」と「開示」・「情報共有」の要素も極めて重要である。 
ＦＴＡのＷＴＯにおける審査が事実上機能を止めている中で、ＦＴＡ（特にメ

ガＦＴＡ）がＷＴＯを override していく事態が発生している。 
ＦＴＡのマルチ化、ＷＴＯルールの地域化が今こそ求められているが、その作

業の基礎になるものは、透明性であり、正確な情報の流通である。 
ルールのスパゲティーボウル、メガＦＴＡによる通商システムの分極化を防ぐ

ためには、ＦＴＡ内部における手続規定の整備と透明性の確保（例 パブリッ

クコメント手続）、ＦＴＡの対外的透明性の確保が不可欠と考えられる。これは、

ＧＶＣ確立の要請にも直接に資するものである。 

 
これらは例示であるが、メガＦＴＡを調和的な通商レジームの形成に資するよ

うに動かしていくには、各国の国際的な連携が不可欠である。また、その前提

として、国内的には、産官学法曹で、真剣な戦略的検討を行い、日本の対応を

決定し、発信に取り組んでいくことが必要である。ぶれない「統一軸」が今ほ

ど必要な時はない68。 

 
                                            
68 ジュリスト（小寺・中富対談）,p109 中富発言参照。 
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ＧＶＣの議論は、本稿に見てきたように、多様な関心から活発化しているが、

メガＦＴＡの台頭、ＷＴＯラウンドの低迷の中で、通商政策の今後とそのグロ

ーバルガバナンスの在り方に、有効な視点と切り口を提供するものである。我

が国も、産官学法曹が連携し、その動きの中に入り、通商分野のグローバルガ

バナンスを実現すべく、積極的に行動し発信していくことが望まれる。 
本稿がその一助になることを期待したい69。 

                                            
69 VoxEU (GVC /ISCA,2013) 2013)参照 
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                            2012.10.29 

国際サプライチェーン協定（International Supply Chain Agreement(ISCA)）

コンセプトペーパー 

イッシューベースのプルリアプローチによるグローバルサプライチェーン改善1 

 

                         中富道隆  

                          RIETI  

 

1 必要性と背景 

ビジネス活動のグローバリゼーションへの対応の必要性 

 

WTO ドーハラウンドの進展の「遅さ」と交渉範囲の「狭さ」 

 

自由貿易協定（RTA）の台頭と、その結果としての原産地規則と通商ルール・規

律の「スパゲティーボウル」 

 ・大国の絡んだ RTA 間のルールの分断（fragmentation）は最も深刻な問題を

生む。  

 ・巨大 RTA は、国際貿易の自由化とルール作りにとって不可欠であるが、グ

ローバルな解を提供するものではない。 

 

2 改革に向けての手段 

1） 対応する分野における WTO 交渉 

鉱工業品市場アクセス（NAMA）、サービス、貿易円滑化、ITA の品目拡大等 

しかしながら、その進展には多くを期待できない。 

  

2） 巨大 RTA 

TPP、米 EUFTA、日 EUFTA などの巨大（地域間）RTA は、統一的なグローバ

ルルールに向けての調和作業を伴う場合に限り、グローバルなサプライチ

ェーンの展開と効率的な運営を円滑化するものである。 

国際サプライチェーン協定（International Supply Chain Agreement(ISCA)）

は、複数の原産地規則と通商ルールによる「スパゲティーボウル」現象を

解消するメンバー国間の調整メカニズムとなりうる。 

 

                         
1 本コンセプトペーパーの原版（英語）は、2012 年 11 月にジュネーブで開かれた、ICTSD と

IADB(米州開銀)のグローバルバリューチェーンと RTA に関する E-15 専門家グループ会合に提出

されたものである。 

資料１ 
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3） ISCA 

特定の優先分野におけるグローバルサプライチェーン改善の方法として、

1997 年合意の ITA（情報通信合意）、基本電気通信サービス協定、金融サー

ビス協定や 2011 年合意の偽造品の取引の防止に関する協定（ACTA）の成功

例に倣い、プルリ（複数国間）の交渉を開始する可能性を検討すべきであ

る。 

 

3 ISCA の基礎となる基本原則 

1） 複数の分野をカバーするプルリ合意 

 

2） WTO 協定に整合し、それを補完するものであり、将来のマルチルールの基礎

を作るものであること 

  ａ）現存の WTO 協定の補完 

    （参考 ACTA は TRIPS 協定プラス） 

    例 TBT 協定 

  ｂ）WTO 協定が存在しない分野でのルール・規律新設 

    例 競争、投資、電子商取引、特恵原産地規則 

 

3） ISCA 交渉はドーハラウンドを遅らせ、また支障となってはならない。 

ISCA の交渉分野はドーハラウンドと重なるべきではない。 

例 貿易円滑化は、ラウンドでの進展が明らかに望めないのでなければ、

ドーハラウンドで追求されるべきである。 

 

4） 有志国による推進と参加（クリティカルマス） 

米国、EU、日本、他の先進国、有志途上国 

 

5） WTO 外の協定 

 

6） 最恵国待遇（MFN）が基礎 

協定による利益は、将来の WTO ルールの基礎としてその分野の事実上の国

際標準となることを目指し、原則として非参加国に対しても均てんされる

べきである。 

ただ乗り（フリーライディング）論は従来強調されすぎてきた。 

最恵国待遇の例外については、更に議論すればよい。 

なお、関連する WTO ルールが存在する場合には、通常 WTO 協定で最恵国待

遇が義務付けられている。 
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7） 通商ルールの分断とスパゲティーボウル現象を避けること 

交渉の過程で、参加国は巨大 RTA がもたらす通商ルールの分断を解決する

ことを目指すべきである。 

 

8） 交渉のタイムフレームと目標 

最大限３年内の交渉終了 

ビジネス界は迅速性を求めている。 

また、迅速性は、巨大 RTA のもたらす咀嚼不可能なスパゲティーボウルの

現出を防ぐために必要不可欠でもある。 

参加国は、野心の水準を注意深く調整する必要がある。 

現存するビジネス慣行とルールの調和が、交渉の一次的な目標とされるべ

きである。 

大国は、ヘゲモニー争いに陥ってはならない。 

 

9） 紛争解決手続 

交渉の遅延を避けより多くの国の参加を可能とするために、紛争解決手続

は、厳格すぎないことが必要である。 

ACTA 参照。 

 

10）ビジネス界との十分な協議 

  ITA と同様に、ビジネス界の完全な関与がニーズの把握と交渉の成功に不可

欠である。 

 

11）透明性 

  ISCA が将来の多国間ルールの基礎となることを可能とするため、交渉の透

明性が非参加国とビジネス界にとり必要である。 

 

4 ISCA でカバーされるべき分野 

1） 交渉アジェンダをビジネス界との密接な連携で定めること 

交渉分野を選択するに当たっては、ビジネス界の見解と意見を尊重し考慮

しなければならない。 

 

2） 定められた短期の交渉期間に交渉が終了するよう交渉アジェンダを絞るこ

と 

ほとんど全ての WTO 協定は何らかの形でグローバルサプライチェーンに関
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連している。野心のレベル、参加国の範囲、交渉スピードは相互に関連し

ている（ACTA 交渉で使用した表参照。別添）。 

交渉アジェンダを過重にすることは、初めから交渉を停滞させ潰すに等し

い。 

 

3） 検討すべき分野 

以下は、議論を活性化させるために ISCA 交渉のアジェンダに入れることを

検討すべき、または検討することが可能な分野とイッシューの例である。 

他の分野とイッシューも検討可能である。 

 

3.1) WTO 協定で既にカバーされている分野 

  a）貿易に関する技術的障害（TBT）と衛生植物検疫（SPS）関連措置 

  TBT 関連措置は明らかにビジネス界の関心分野である。 

多くの「国内」（behind the border）措置や非関税措置は TBT 関連措置に関

係がある。 

  ISCA は、更なる明確性、透明性、good practices 等を導入することにより、

TBT 協定を補完し越境ビジネス活動を円滑化することができる。 

  同様に、ISCA は、SPS 協定の特定要素を補完することができる。 

 

  b）貿易円滑化 

  貿易円滑化は、ドーハラウンド（DDA）で貿易円滑化交渉が進展しない場合

に限って、ISCA の交渉アジェンダに付け加えられるべきである。 

 

  c）輸出規制 

  WTO ルールは輸出規制に規律を課するが、それらは輸入規制の規律よりもず

っと弱いものである。 

  グローバルサプライチェーンの展開と効率的な運用を円滑化するため、輸入

規制と同様に明確な形で輸出規制を規律するルールを設けるべく議論が行

われるべきである。 

 

3.2) WTO 協定でカバーされていない分野 

   a）投資 

   貿易と投資は、カンクーン閣僚会議でドーハラウンド（DDA）から落とされ

た。 

   投資保護だけでなく、投資自由化が必要であることが益々明確になりつつ

ある。 
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    一国が単独で他の国の政府にその投資レジームの問題を解決するよう説得

することは不可能である。 

  投資ルールについて、共通の立場を固めることが不可欠である。 

  投資ルールは、先進国のみならず、対内直接投資（FDI）や海外への投資機

会（先進国から途上国、途上国から途上国、途上国から先進国への投資）

を必要とする途上国を裨益する。 

 

  b）競争 

  貿易と競争もカンクーン閣僚会議で DDA から落とされた。 

  競争ルールは、例えば、国営企業（SOE）や寡占的供給者による反競争的慣

行を規律し、また差別的な輸出管理に対処するのに有益である。 

  国営企業については、まず国営企業の定義とそれが服すべき規律について

真剣な議論が行われるべきである。 

 

  c）電子商取引 

  電子商取引における最恵国待遇（MFN）、内国民待遇（NT），マーケットアク

セス（MA）、知的財産の保護（IPR）は、明らかに、有志国の協力が国際ビ

ジネスにとり意味のある結果を生むことが出来る分野である。 

 

  d）特恵原産地規則 

  非特恵原産地規則の調和作業はドーハラウンド（DDA）でカバーされている

が、その多面的な性格（統計、trade defense、quota management 等）から

進展が見られない。 

  特恵原産地規則は、ドーハラウンド（DDA）でカバーされていない。 

  特恵原産地のスパゲティーボウル現象を解消する最初のステップとして、

ISCA の枠組みの中でビジネスの負担を軽減するため、協力が行われるべき

である。 

 

3.3) その他 

  a）キャパシティービルディングと技術支援 

  より広い参加を実現するため、キャパシティービルディングと技術支援 

  に向けた協力が不可欠である。 

 

  b）グローバルサプライチェーンの分析に関する協力 

  ジェトロ・アジア経済研究所と WTO とのグローバルバリューチェーン研究

のケースのように、参加国はバリューチェーンと task の貿易についての共



43 
 

通の認識を深めるため協力しなければならない。 
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